
団体名
団体web
サイトURL https://semboku-fund.org/

申請事業の分類① ①草の根活動支援事業

申請事業の分類② ①-2 地域ブロック

申請事業の分類③ 近畿ブロック（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）

領域① ２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動 領域②

-

- -

領域③ １）子ども及び若者の支援に係る活動 領域④

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか

③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援 -

④ 働くことが困難な人への支援 ⑦ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

8
●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

はい

7

●区分経理・帳簿

はい

はい

5

●事務局職員

7人

以下、職員・従業員の内訳

0人

0人

1人

3人

0人

3人

●代表者情報
寳楽 陸寛

代表理事

4

●役員

17人

3人

1人

3

-

2

●団体概要
高度経済成長期の住宅需要に応えるため、大規模な計画市街地として開発され2015年時点で高齢化率３１％を迎えた泉北ニュータウン
を中心として、大阪南部泉北周辺地域での地域の新しい資金循環とコレクティブインパクト支援を行う機関として、市民や企業の皆様から寄
付を集め、市民活動団体やNPOや地域組織等に助成することで、地域や社会の課題解決や活性化に取り組む市民立のニュータウンに特
化したコミュニティ財団。

申請事業概要

支援対象の地域団体が、NTで課題となっている空き家・空き団地・空き室を拠点とし活用したコミュニティビジネスを展開することによって、団体の持続的運営や課題解決に向けた基盤を強化でき、NTでの社会的孤立を防ぐ支援団体
として住⺠⾃治の先行モデルを目指している。
伴⾛支援として、対象団体ごとに地域のステークホルダーを交えた「実行会議」を新たに構築し、事業実施前と実施中、実施後も当該会議の運営を通じて、当該事業が地域で受け入れられるための支援を行う。出⼝戦略として、休眠
預金制度の支援が無くなった後も事業を継続的に実施できるように以下の確立を目指す。当該団体の収入のポートフォリオの編成を支援し、①事業収益だけでなく当該団体が寄付財源を安定的に確保できるためのファンドレイジング
を支援する、②新たな社会的投資や企業版ふるさと納税等の活用の可能性を探る。
以上のように、支援者のネットワークを構築し、地域経済が持続的に循環することが重要であり、NTに関係する市⺠・企業・⾃治体との新たなマッチングによって新たな資金循環が生み出され、活動団体が⾃⾛できる仕組みをNTにお
ける先行モデルとして目指すものである。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

2020年2月3日
2020年2月3日

優先すべき社会の諸課題選択科目

分野③

分野②

分野④

分野①

-

３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

-

 ⑤ 社会的孤立や差別の解消に向けた支援

副題 コミュニティビジネスと空き家空き室からのローカルアクション

2021年度通常公募_団体情報シート

一般財団法人泉北のまちと暮らしを考える財団
申請事業名

申請受付番号 21231
主題 泉北ニュータウンの孤立と地域をつなぐ



1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり個人情報保護に関する基本方針の同意

助成実績

45

未記入

3

助成事業の実績内容

2020年7月「私と地域と世界のファンド：みんなおんなじ空の下」新型コロナウイルス感染症拡大時に、基金事務局として、7,960,448円の寄付を集め大阪府内のNPO・NGOへ助成を実施。
2021年１月泉北ニュータウン子ども未来基金を設置し、100万円の寄付を募り助成を実施。
同年9月新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域医療機関支援基金を設け800万円の助成を実施した。
間接的な助成支援として、地域のこども食堂運営団体とアウトリーチ型の配達型子ども食堂を実施し1600食のコーディネートをサポートし、その支援基金をクラウドファンディングし300万円の調達を実施してきた。

誓約確認等
欠格事由に関する誓約

業務に関する確認


